
 

 

 

立 法 の 背 景 
  

恣意的・不透明な難民認定 

・現行法制度では、難民認定は外国

人の出入国管理を担う入管当局が

行っており、公平性・中立性や専門

性・透明性が確保されていない。 

・また、難民認定の基準がまったく

不透明であり、難民条約や人権諸

条約、及び国連難民高等弁務官事

務所（ＵＮＨＣＲ）等の見解を踏ま

えた適切な保護が担保されていな

い。 

→結果、難民認定率が極めて低い水

準にある（日本は 0.7％、欧米諸国

は約 20～50％）。 

国際法違反の入管収容 

・令和２年９月、国連人権理事会の恣意的拘禁作業部会は、

司法審査がなく無期限の入管収容となっている現行法制度

が国際人権規約（自由権規約）に違反していると断じた。 

・他のＧ７諸国では、①収容期間の上限を規定、②判例で合

理的期間内に制限、又は③収容開始後の独立の機関による審

査を導入などしており、いずれの措置もない国は日本のみ。 

長期収容の問題 

・令和元年末時点で、退去強制令書による被収容者 942 人の

うち６か月以上の収容は 462 人（約 49％）、３年以上の収容

は 63 人（約７％）に及んでおり、劣悪な収容環境や医療提供

体制の問題と併せて国際的な批判を受けていた（*現状はコ

ロナ禍の特例で仮放免許可が多数出されている）。 

退去させることが人道上不適当な外国人 

 日本国外への退去を命じられた外国人のほとんどは自費で出国している。日本国外への退去を命

じられたにもかかわらず残留する外国人には、やむを得ず帰国できない事情（難民等に該当、家族

との同居、生活基盤の問題等）がある者が少なくない。 
  
 

本来保護されるべき難民等をはじめとする外国人が適正に保護されていない現状を 

早急かつ実効的に改善する必要性 
 

難民等の保護に関する法律案  入管法・入管特例法改正案 

難民等認定の独立性確保のため、 

入管法から分離して新規制定法とする。 

Ⅰ 条約難民・補完的保護対象者・無国籍者をＵＮＨ

ＣＲ等の見解を踏まえて定義する。 

Ⅱ 新設する難民等保護委員会が難民等の認定を行

うこととする。 

Ⅲ 難民等の認定基準の作成その他認定手続等に係

る改正を行う。 

Ⅳ 在留資格・仮滞在の不許可事由の緩和のほか、一

時庇護許可者・仮滞在許可者の就労の許容等の改正

を行う。 

Ⅴ 生活支援基本計画、生活に困窮している難民等の

申請者に対する生活維持費の支給等を規定する。 

 収容の適正化、在留特別許可の適正化等

を図るための所要の改正を行う。 

Ⅰ 在留特別許可に係る手続の充実その他

の違反審判の手続に係る改正を行う。 

Ⅱ 退去強制処分の取消訴訟を提起可能な

期間等までにおける送還停止効を設け

る。 

Ⅲ 収容の際の司法審査を導入して全件収

容主義を撤廃するとともに、収容期間の

上限を設定する。 

Ⅳ 出入国在留管理基本計画における人権

尊重の明記等を行う。 
 

両法案とも、公布後２年以内施行 

難民等保護法案・入管法等改正案全体像 



 

 

 ① 最低限度の生活を維持するために必要な就労を許容（17Ⅲ〔12Ⅸ〕） 

 ② 不許可事由について、現行入管法にあった事由（上記１に記載した事由・退去強制令書の発付を受けてい

るとき・逃亡するおそれがあると疑うに足りる相当の理由があるとき（現行入管法 61 の２の４Ⅰ⑥・⑧・

⑨））を削除 

 ③ 正規滞在者が難民等の認定の申請中に在留資格等を喪失した場合の仮滞在の許可（17Ⅰ） 

１ 難民等に対する定住者の在留資格取得の不許可事由の緩和（６） 

現行入管法にあった不許可事由（本邦に上陸した日から６か月を経過した後に難民等申請をしたこと・送還

が禁止されている領域から直接本邦に入ったものでないこと（現行入管法 61 の２の２Ⅰ①・②））を削除 

２ 一時庇護のための上陸の許可（12） 

１ 難民等認定基準の作成（５Ⅰ）（現行法上、難民認定に関する基準は定められていない。） 

 ① ＵＮＨＣＲ等の見解を踏まえ、保護委が基準を策定・公表（５Ⅰ・Ⅲ） 

 ② 基準策定に当たっては難民等の保護に資するよう十分配慮（５Ⅱ） 

２ 手続の改正 

① 代理人による申請（３Ⅰ） 

面接への立会い・意見陳述（28Ⅳ） 

② 外国語による書類の提出の許容（３Ⅱ、28Ⅳ） 

③ 申請手続が容易となるよう十分な配慮（３Ⅱ） 

④ 難民等該当性の立証責任の緩和（３Ⅲ前段） 

・個別把握の考え方の排除（３Ⅲ後段） 

⑤ 標準処理期間（29） 

⑥ 審査の進行状況等に関する情報の提供（30） 

３ 難民等の認定に係る調査官による事実の調査 

 ① 正確・最新の情報収集、十分な意思疎通等 

を旨として実施（28Ⅱ②・③） 

 ② 申請者との面接の録音・録画を義務付け、保護委が必要に応じ活用（28Ⅵ・Ⅶ） 

４ 手続におけるＵＮＨＣＲの関与 

 ① ＵＮＨＣＲ職員の面接における立会い（28Ⅴ） 

 ② ＵＮＨＣＲ職員の保護委会議への出席（40Ⅵ） 

③ 保護委の相談員によるＵＮＨＣＲによる援助を必要とする者に対するＵＮＨＣＲの紹介（42Ⅵ） 

④ 保護委からＵＮＨＣＲに対する条約難民の保護の状況に関する情報提供（61Ⅴ） 

現行法の難民 

○ 最低限度の生活を維持するために必要な就労を許容（12Ⅸ） 

３ 仮滞在の許可（17） 

１ 基本理念等（51）、国・地方公共団体の責務（52、53） 

２ 生活支援基本計画（54） 

３ 生活に困窮する難民等認定申請者に対する生活維持費の支給（55） 

対象：一時庇護許可者又は難民等認定申請者のうち申請が理由なき申請でないと保護委が認めたもの 

４ 民間の団体の能力の活用等(56)、国及び地方公共団体の連携（57） 

Ⅴ 難民等及び難民等認定申請者に対する生活支援 

【本法律案】 

Ⅳ 難民等の保護の制度に係る改正 

録音 
録画 

会議出席 

 

活用 

面接立会い 

 

難民等の保護に関する法律案について 

Ⅲ 難民等認定の手続等に係る改正 

 【現行法】 

Ⅱ 難民等認定の主体に係る改正 

Ⅰ 難民等の定義に係る改正 
 本法律案の「難民等」 

・ ＵＮＨＣＲ（＊）等の見解を踏まえ、委員会規則で定義 

・ 脱北者の保護に欠けることのないよう配慮 

課題 

難民認定の公平・中立性 

【現行法】 

＊国連難民高等弁務官事務所 

５ 難民旅行証明書の有効期限を現行の１年から５年に変更（26Ⅲ） 

 

４ 送還停止効に係るテロリスト・理由なき申請等への対応（20Ⅲ） 

① テロリストについては、送還停止効を認めないこととする。 

② ２回目以降の同一区分の難民等の申請が理由なき申請とされ、不認定処分が確定した場合、以後に申請を

しても送還停止効を認めないこととする。※以後の申請が理由なき申請でなければ、再び送還停止効が働く。 

認定 

面接 

・政治的中立性（34） 

・委員長・委員は国会同意人事（35Ⅲ） 

・専門委員・調査官等（41、42） 

・関係行政機関の長に対する勧告（33Ⅱ）

・国会報告（49） 

※〔〕は準用される条項 

不認定処分確定③ 不認定処分確定① 不認定処分確定② 

申請① 申請②（理由なき申請） 

【現行法】 

【改正後】 

送還停止効 

送還停止効 

送還停止効 

法務大臣 難民等保護委員会 

（独立行政委員会） 

条約難民 
〔条約〕 

 
難民条約 

＋ 
議定書 

＝ 

 
条約難民 
〔条約〕 

 
難民条約 

＋ 
議定書 

 

＝ 

補完的保護対象者 

① 「ノン・ルフールマンの原則※」対象者 

 ※ 外国人を迫害を受けるおそれがある国
へ送還してはならないという原則 

② 戦争避難民等の保護の必要な者 

 

 

 

申請者 

無
国
籍
者 

 

 

Ｕ
Ｎ
Ｈ
Ｃ
Ｒ 

難民等保護委員会 

調査官 

申
請
者･

代
理
人 

②許可 

【本法律案】 

難民等保護委員会 申請者 
①申請 ②通知 

④許可 

申請者 

②仮滞在許可 

①難民認定申請 

【現行法】 

申請③（理由なき申請） 

送還停止効 

【本法律案】 

難民等保護委員会 申請者 

①難民等認定申請 

③仮滞在許可 

入国審査官 入国審査官 

法務大臣 

③申請者が明らかに難民等に該当しないと認められる
かどうかを保護委が審査・通知 

②申請が㋐明らかに理由がない又は㋑濫用に当たる
（＝理由なき申請）かどうかを、ＵＮＨＣＲ等の見解を
踏まえた基準に基づき保護委が速やかに審査・通知 

法務大臣 

送還停止効なし 

※送還停止効を認めない者の範囲について不断の見直し（附則Ⅲ） 

送還停止効 

①申請 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 

 

 

退去強制処分の取消訴訟を提起可能な期間等までにおける送還停止効（52Ⅳ） 

Ⅱ 退去強制令書の執行に係る改正 

入管法・入管特例法改正案について 

１ 出入国在留管理基本計画における人権尊重の明記（61の 10Ⅱ③） 

２ 退去強制事由及び一定の要件に該当する外国人に対して、期間を限定して定住者の在留資格の取得を許可し、許可前の不法残留罪の刑を免除する制度（アムネスティ）を設けること（附則Ⅵ～XXII） 

３ 政府は、外国人の我が国における生活の安定に資するよう、就労に必要な在留資格に係る制度等の在り方について検討を加え、必要な法制上の措置を講ずるものとすること（附則 XXIII） 

４ 在留カード及び特別永住者証明書の有効期間に係る規定の整備（19の５Ⅰ②・④、入管特例法９①、12Ⅰ） 

Ⅰ 違反審判の手続に係る改正 Ⅲ 全件収容主義に係る改正 

① 逃亡し、又は逃亡すると疑うに足りる相当の理由があるときに限り、あらかじめ地方裁判所裁判官の発し

た収容許可状により、収容を行うことができること（39Ⅰ・Ⅱ、52Ⅵ・Ⅶ） 

② 収容許可状の発付時・期間更新時における地方裁判所裁判官による本人及び代理人に対する意見陳述の

機会の付与（39Ⅲ、52Ⅷ） 

③ 地方裁判所に対する収容許可状の失効申立て及びこれによる放免（条件を付すことも可能）（53 の２） 

②収容令書発付 

【現行法】 

  

【改正後】 

  

１ 司法審査の導入（全件収容主義の撤廃） 

３ 収容期間の上限の設定（退去強制対象者の無期限収容の撤廃）等 

 ① 容疑者の収容期間は 10日（現行 30 日）以内。10 日（現行 30日）に限り延長可能（41Ⅰ） 

 ② 退去強制対象者の無期限収容の撤廃、収容上限（６か月）に達した場合の放免（52Ⅹ〔41Ⅰ〕、52Ⅸ） 

 

※上陸審査についてもⅠに準じた改正を行う。 

 

２ 仮放免制度に係る改正 

退去強制事由に該当すると
疑うに足りる相当の理由 

③収容 

①請求 

100 万円（54Ⅱ前段） 300 万円 

不許可決定・取消決定

における理由の通知 

現行法 改正後 

あり（逃亡のおそれがないとき、疾病等により治療等

を緊急に行う必要があるとき（54Ⅱ後段)) 
なし 必要的仮放免 

保証金の上限 

取消しの場合の

み省令で規定 
法律に規定（54Ⅴ、55Ⅱ後段） 

 

①請求 

④収容 

③収容許可状発付 

逃亡のおそれ等も

収容要件に追加 

②意見陳述（代理人含む）

退去強制事由に 
明らかに該当 

直ちに送還でき
ない場合 

４ 全件収容主義の撤廃に伴う非収容者の生活に関する国・地方公共団体の施策（61 の５の２） 

請求 

請求 

退令発付処分 
直ちに 

送還可能 
【現行法】 

送還停止効なし 

処分確定時 

から送還可能 
【改正後】 

送還停止効 

（取消訴訟の出訴期間中・係属中） 
退令発付処分 

司法審査を受ける機会を確保 

１ 違反審査における代理人の出頭・証拠提出（45Ⅱ〔10Ⅲ〕）、親族等の立会い（45Ⅱ〔10Ⅸ〕） 

２ 口頭審理における関係書類の閲覧・謄写請求（48Ⅴ〔10Ⅳ〕） 

３ 口頭審理・裁決における却下・棄却の場合の書面による理由の通知（48Ⅷ、49Ⅳ） 

４ 代理人による口頭審理請求・異議申出（48Ⅰ、49Ⅰ） 

５ 在留特別許可に係る改正 

① 違反審査・口頭審理の結果に服する場合の申請手続（47の２Ⅰ前段、48 の２Ⅰ）、異議申出に併せた申請

手続（49Ⅰ後段） 

② 在留特別許可の申請者・代理人、申請者の子である未成年者による口頭での意見陳述の機会の付与（47の

２Ⅰ後段、48の２Ⅲ〔47の２Ⅰ後段〕、49Ⅱ〔47の２Ⅰ後段〕） 

③ 許可基準の明示（47の２Ⅲ各号） ※同性カップルを含む事実婚への配慮（47の２Ⅲ⑥） 

④ 不許可の場合の理由の通知（47 の２Ⅸ・Ⅹ、48 の２Ⅲ〔47の２Ⅹ〕、49Ⅶ） 

⑤ 児童の最善の利益の考慮、児童が父母と分離されないことへの配慮（47 の２Ⅳ） 

⑥ 家族と在留できるよう配慮（47 の２Ⅴ） 

⑦ 再審情願（退去強制令書の発付後における事情変更による在留特別許可申立て）の制度化（50の２） 

                  

＜法務大臣＞ 

違反調査 

＜入国警備官＞ 

口頭審理に進まず申請可能 

異議申出に進まず申請可能 

違反審査 

＜入国審査官＞ 

服しない 服する 

口頭審理 

＜特別審理官＞ 

服しない 服する 
異議申出に併せて申請可能 

Ⅳ その他の改正 

※条項は、原則として入管法の該当条項。〔〕は準用される条項 

裁決 在留特別許可 

※仮上陸についてもⅢ１・２に準じた改正を行う。 

 

容疑者 

入国警備官 主任審査官 

退去強制対象者 

容疑者 

退去強制対象者 

入国警備官等 地方裁判所裁判官 

異議申出 

直ちに送還でき
ない場合 

放免 

退令発付処分 

６か月 

７日 

     １か月ごとに更新  

30 日 

条件を付す

ことも可能 

  

裁判官がやむを得ない事由があると認めるときは更新可能 

 ７日ごとに更新 


